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ごあいさつ

イーバンク銀行は、2001年7月23日に開業した、わが国で最も新しいインターネット専業

銀行です。当社は、電子決済に軸足を置いた業務展開により、既存の銀行とは異なる、21世紀

に相応しい、新しい銀行のビジネスモデルの確立に取り組んでいます。開業以来、こうした

理念や当社のユニークなサービスにご賛同いただき、多くの個人・法人のお客様にイーバンク

口座をご利用いただいています。

電子商取引市場の急拡大や、商品サービスの提供方法の多様化に伴い、より利便性の高

い、安価な決済手段が広く求められています。当社はこれまでにも、メールアドレスを利用

した画期的な送金手段（メルマネ）や、PCや携帯電話を通じた簡便かつ安価な資金決済を

提供してまいりましたが、今後は携帯電話や各種カードを活用した、リアルでの資金決済に

も本格的に取り組むことで、これまでの銀行にはなかった全く新しいサービスを、ご提供

し続けていきたいと考えています。

また、これまでの銀行の事業の枠組みを見直す不断の努力を行い、効率的かつクォリティ

の高い、新しい金融機関としての事業構造を構築していきたいと思っています。

これからも一層ご支援賜りますよう、お願い申し上げます。

平成15年7月

代表取締役社長　松尾　泰一
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経営理念

当社は以下の「３つのe＋CS」を経営理念としております。

「３つのe＋CS」とは、excellence（＝決済サービスとしての「優位性」を常に追求すること）、

efficiency（＝お客様への「効率性」の提供、銀行としての効率的なサービスを追求すること）、

entertainment（＝インターネット時代にふさわしい「楽しさ」を追求すること）、customer

satisfaction(＝お客様に満足いただけるサービスを追求すること)、を表しています。
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当社の概要

■ 概　　要

■ 大株主一覧

1. 名　　称 イーバンク銀行株式会社（英名：eBANK Corporation）

2. 本店所在地 東京都千代田区内幸町1-1-7 大和生命ビル（営業所は本店のみ1店）

3. 設　　立 2000年1月14日

4. 開　　業 2001年7月23日

5. 資 本 金 123億3,662万円

株　主　名 所有株式数 議決権比率

松尾　泰一 34千株 12.59 ％

ターコイズ･インターナショナル･ファイナンス･リミテッド 18千株 6.85 ％

日本テレコムホールディングス株式会社 12千株 4.64 %

九州電力株式会社 11千株 4.04 %

三井住友海上火災保険株式会社 7千株 2.91 %

シーティーシー・ファイナンシャル
エンジニアリング株式会社 6千株 2.20 %

大和生命保険株式会社 5千株 2.08 %

鈴与商事株式会社 5千株 2.02 %

アコム株式会社 5千株 1.84 %

株式会社日立製作所 4千株 1.83 %
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役員･従業員の状況
■ 役員一覧
取 締 役 会 長

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

■ 従業員の状況
72名　他に派遣社員21名

（平成15年3月31日現在）

丹治　　誠 （たんじ　まこと）

松尾　泰一（まつお　たいいち）

若山　健彦（わかやま　たけひこ）

星 治 男（ほしざき　はるお）

郷 原 淳 良（ごうはら　あつよし）

グラハム･ホームズ･スーター

横江　信義（よこえ　のぶよし）

藤原 誠治郎（ふじわら せいじろう）

冨金原 俊 二（ふきんばら しゅんじ）

平尾　光司（ひらお　こうじ）

川原　　尚（かわはら　たかし）

山 田 貞一郎（やまだ　ていいちろう）



・7・

営業の概況

当期における業務上の大きなトピックと致しましては、第一に、メールアドレスで送金が出来

る｢メルマネ｣サービスをリリースしたことが挙げられます。当サービスは、イーバンクに口座を

持つお客様であれば、送金相手のメールアドレスと氏名(カタカナ)だけで、イーバンクを含む

全国の金融機関及び郵便貯金口座に送金が可能になるという画期的なものであり、今後の当

社のサービスの核として位置づけることの出来る商品となりました。また第二には、郵便貯金

口座との簡便な入出金サービスを開始したことが挙げられます。これまで他の金融機関では実

現出来なかったこのサービスにより、ネットオークション等で活発に利用されている郵便貯金

との連携が、大きく強化されました。また第三には、携帯電話への対応が挙げられます。主要3

キャリア(NTTドコモ、au、J－Phone)におけるサービスを年度初めに開始し、年度を通じて

PCと同レベルのサービスにまでレベルアップするとともに、順次各キャリアにおける公式サイト

化を推進致しました。

更には、このようなサービス面の拡充と並行して、大手ポータルサイトやショッピングサイト

との共同顧客獲得キャンペーンを積極的に実施し、顧客基盤の更なる拡大を図りました。また

こうした活動は、当社の認知の飛躍的な向上に結びつき、各種雑誌やアンケートのインターネ

ット・バンキングに関するランキングでも、常にトップクラスを維持することとなりました。

上記施策の結果､当期の業績は以下のとおりとなりました。預金は、口座数の順調な進捗に

加え、3月よりスタートした定期預金が残高の増加に寄与し、期末残高は116億2百万円となり

ました。預け金残高は、資産運用方針として引き続き流動性・安全性を重視した結果、118億

26百万円の期末残高となりました。有価証券は、パートナー企業との提携により保有していた

外国株を売却した一方、新規業務提携先に出資を行った結果、34百万円の期末残高となりま

した。その他資産は、システム開発に伴うソフトウェア残高の増加を主要因として、28億83百

万円となりました。なお、総資産残高は155億97百万円となっております。

当期における経常収益は、法人向け新規サービスの導入や保有株式の売却が寄与し、6億

77百万円となっております。一方、経常費用は、新規サービス導入に伴うシステム投資の増加

や各種キャンペーンの推進、カスタマーサポート部門の運営費用が主要因となって、48億41百

万円となりました。その結果、経常損失は41億64百万円となりました。また、一部システム機

器を解約したことに伴うリース解約費用の計上や、使用しなくなったシステムの除却を行った結

果、税引後当期損失は42億84百万円となりました。
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業務の内容

■ 商品・サービスの概要
イーバンク銀行は、決済専業のオンライン銀行として利便性の高い各種決済サービスを提供し

ており、お客様からお預かりした預金については他行の預け金を中心に、流動性・安全性に配慮

した運用を行っております。個人のお客様向けには、イーバンク銀行口座間での送金や請求、シ

ョッピングの決済、他の金融機関への振込みがご利用いただけます。また、各種会費の自動引

落にもご利用いただけます。法人のお客様向けには、振替リンクサービスもご提供しております。

預金商品としては、決済用の資金を効率的に運用していただくための普通預金と、個人のお客さ

まのより良い運用チャネルとしてご利用いただける定期預金を、それぞれ提供しております。

■ 個人向け決済･送金サービス
イーバンク銀行口座間の送金や請求、イーバンク決済を導入しているオンラインショップでの

決済を、個人のお客様には手数料負担ゼロでご利用いただけます。イーバンク銀行口座間であ

れば、24時間365日リアルタイムで決済でき、飲食代の精算からオークションやオンラインショッ

ピングの支払、メールアドレスだけで送金が行える｢メルマネ｣サービスまで、いつでもどこでも

手軽にご利用いただけます。また、イーバンク銀行ホームページでは、イーバンク決済を導入し

ているショッピングサイトの情報提供を行い、利便性に加えてエンターテインメント性を重視した

Webサイトを運営しております。

■ 法人向け決済サービス
法人のお客様には、お客様のオンライン上の店舗にリンクを貼るだけで簡単に導入できる振替

決済サービスや、多数の方に一度にメール送金が可能な｢メルマネ・マスペイメント｣サービス等を提

供しております。振替決済サービスは、オンラインショップを運営するマーチャントにとって導入負担

が非常に軽く、入金をリアルタイムでご確認いただくことができるため、物品のオンライン販売に加

え、デジタルコンテンツ販売の決済にも最適であり、｢メルマネ・マスペイメント｣は、キャッシュバック

等各種キャンペーンでの一斉送金や、アルバイト給与の支払等に気軽にご利用いただけます。

■ お取引チャネル
ご利用いただけるチャネルは、現在ではPCや携帯電話を通じたインターネット取引が中心

となっております。お取引の照会やお問い合わせは、コールセンターでも受け付けております。

今後はリアルの入出金等新しいチャネルへ拡大し、いつでもどこでも簡単にお取引いただけ

るよう、更に利便性を高めていく予定です。
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業務運営の状況

■リスク管理体制
当社は、決済業務を中心とした業務展開を行うインターネット専業銀行としてのリスクの特性を

踏まえ、実効性ある効率的なリスク管理体制を構築しております。具体的には、リスクの源泉、リ

スクの運営方針、リスクの管理方針等のリスク管理基本方針を取締役会において決定し、この

基本方針のもとリスク管理に関する規程を規定し、各部署はリスク管理規程に従って業務を遂行

しております。また、試行的に前期より開始した、信託受益権の購入や預金担保貸出等の与信案

件については、１件ごとに取締役会に付議をし、採否を決定しております。さらに、平成15年４月

１日よりリスク管理本部を設立し、当社のリスクを総合的に管理する体制を構築、当社の総体的

なリスクを「リスク管理レポート」としてまとめ、取締役会に月次で報告をしています。一方、障害や

災害の発生時の対応方針については、「コンティンジェンシープラン」に規定し、不測の事態に

おいても銀行としての公共的使命を全うすべく、万全を期しております。

＜信用リスクの管理体制＞

信用リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」に規定し、これを遵守しており

ます。信用リスクは現状、当社のＡＬＭ運営や資金流動性確保に必要な他銀行への預け金取

引等に伴うもの以外は原則取得しないものとし1）、さらに信用供与先は決済委託銀行に限定

する等、信用リスクについては抑制的かつ限定的に運用を行っております2）。また自己査定規程

を制定し、これに従い適正な自己査定、償却引当を実施しております。

＜市場リスクの管理体制＞

市場リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」に規定し、これを遵守してお

ります。当社は預金の余資運用については全額他行への普通預け金で運用しており、市場

リスクについては抑制的に運営しております。また上述のとおり、リスク管理部門が遵守状況

を月次でモニタリングし、経営陣宛報告を行っております。

なお、別添資料にもあるとおり、平成15年度からは国債による運用を開始する予定としておりま

すが、基本的に調達サイドとの期間マッチングを図り、金利リスクを大きく取得することは想定して

おりません。なお、リスク管理の方法については、bpvやVaRの定期的な算出と経営陣への報告

を予定しており、いずれも現在実施中のリスク管理基本ポリシーの見直しに反映させる予定です。

1）上述の通り、試行的に信託受益権の購入や預金担保貸出は実施しております。
2）なお、平成15年度の運用調達業務の方針については、5月8日の取締役会で別添資料の通り定めており、当該方針に則りリスク管理
基本ポリシー、資金流動性・決済リスク管理ポリシー等の見直しを現在実施中です。
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＜流動性リスクの管理体制＞

流動性リスクに関する基本方針を「リスク管理基本ポリシー」及び、「資金流動性・決済リスク

管理ポリシー」に規定し、これを遵守しております。前述のとおり当社の預金の余資運用につい

ては全額他行への普通預け金等で運用しており、流動性リスクについても抑制的に運用してお

ります。またリスク管理部門は遵守状況を日次でモニタリングし、経営宛報告を行っております。

なお流動性リスク管理については、日銀当座勘定開設に伴い、共通担保を差し入れることによ

る、補完貸付制度の利用を準備したいと考えております。具体的には、資金計画、運用計画等に

基づき、保守的な共通担保の差入計画を策定、実施することにより、為替の大幅被仕向超過等、

不測の事態にも対応できる態勢を整えていきたいと考えています。

＜事務リスクの管理体制＞

当社は有人店舗を持たず、インターネットによる非対面取引を専門に行う銀行として、その

特殊性を認識し、事務リスクの管理体制を構築しております。例えば、取引開始時の本人確認

を厳正に行い、疑わしい取引の抽出等のマネーロンダリング防止にも注力している他、コール

センターにおいては事故受付を年中無休でお応えする体制をとっております。また、限定的に

発生する為替組戻処理等の異例対応についても、プロシージャー、マニュアルに則り、正確、

適切を旨として実施しております。

＜情報セキュリティーリスクの管理体制＞

情報セキュリティーリスクに関する基本方針を「情報セキュリティー管理ポリシー」に規定

し、これを遵守しております。社内にある情報を重要度に応じて区分し、区分レベルに合

った管理を行うとともに、情報セキュリティーリスクを統括する責任者として、情報セキュリ

ティー・オフィサーを設置し、遵守状況をチェックしております。

＜システムリスクの管理体制＞

当社は、業務運営の大半をシステムに依存していることから当社のリスクの根幹との認識の

もと、システムリスクの管理体制を構築しております。具体的には、システムに関する規程として

「情報システム管理ポリシー」を定め、これに基づきシステムの開発、管理・運用を厳格に実施し

ております。また、災害・障害時に備えてネットワーク・ハード機器の二重化や、顧客データの隔

地保管等を実施している他、災害対策センターからプライマリーセンターへのデータの復元を迅

速に行える設計としており、より信頼性の高い安全な運用を実現しております。さらに、顧客財

産の保全を第一とし、業務の継続を図り、中断の範囲や期間を極小化し、迅速かつ効率的に

業務の再開を行うために、詳細な「コンティンジェンシープラン」を定めており、お客様が安心し

てお取引を行っていただける体制としております。

また、当社システムへの不正侵入については、ファイアーウォ－ルの設置による防止やネット

ワークやシステムへの24時間365日にわたる常時監視、また別途セキュリティー対策ソフト

ウエアの導入等により、不測の事態を予防しております。
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■ コンプライアンス体制
当社は、銀行の公共的使命を全うするためには高度な倫理観をもって業務を遂行すると

ともに、経営の健全性を高め、社会の信用・信頼を確保することが何よりも重要な課題と

認識をしております。

このため「罰則ある法令、行政処分の対象となる法令、諸規則を遵守すること」は当然の

義務として、更に「社会的規範をも遵守し、確固たる倫理観に基づいた公正な行動をとるこ

と」を役職員に求めております。

社内での取り組みとしては、以下を行っております。

・取締役会において年間の「コンプライアンス・プログラム」を策定し、定期的に進捗状況

を見直しております。

・コンプライアンスオフィサーの下、社内各部署にコンプライアンス担当者を設置し、日常

業務におけるコンプライアンス意識の浸透を図るとともに、モニタリングを実施する体制

を構築しております。

・「倫理規定」「コンプライアンスポリシー」「コンプライアンスマニュアル」を策定するとと

もに、研修を実施し、社内教育に努めております。

・各種業務案件推進につきましては、コンプライアンスオフィサーによるコンプライアンス

上のチェックが機能する体制を構築しております。
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決算の状況

■ 主要な経営指標

経常収益�

経常損失�

当期損失�

資本金�

発行済株式の総数�

純資産額�

総資産額�

預金残高�

貸出金残高�

有価証券残高�

単体自己資本比率（国内基準）�

配当性向�

従業員数（期末残）�

90�

△ 3,763�

△ 3,770�

8,945�

222千株�

4,312�

7,369�

2,366�

 ＿�

317�

132.38％�

＿�

55人�

677�

△ 4,164�

△ 4,284�

12,336�

271千株�

3,335�

15,597�

11,602�

 ＿�

34�

58.36％�

＿�

72人�

（単位：百万円）�

（平成13年度）� （平成14年度）�

（注）銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
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■ 貸借対照表

資産の部� 負債の部�

11,828�

2�

 11,826�

851�

34�

33�

 1�

2,636�

 24�

 79�

 2,086�

 316�

 69�

 59�

261�

 65�

195�

△ 15�

�

�

�

�

�

15,597

5,217�

2�

 5,215�
＿�

317�
＿�

 317�

1,688�

 15�

 10�

 973�

 443�

 201�

 43�

146�

 42�

103�
＿�

�

�

�

�

�

7,369

現金預け金�

 現金 �

 預け金�

買入金銭債権�

有価証券�

 株式 �

 その他の証券�

その他資産�

 前払費用�

 未収収益�

 ソフトウェア�

 ソフトウェア仮払金�

 還付未収消費税等�

 その他の資産�

動産不動産�

 土地建物動産�

 保証金権利金�

貸倒引当金�

�

�

�

�

�

資産の部合計�

（単位：百万円）�
平成13年度�平成14年度�

（平成14年3月31日現在）�（平成15年3月31日現在）�

11,602�

7,666�

 3,878�

57�

618�

52�

7�

 284�

3�

 239�

 30�

 41�
＿�

 12,262�

 �

 12,336�

0�

 0�

△ 8,999�

8,999�

4,284�

△ 1�

3,335�

15,597

2,366�

2,366�
＿�

＿�

 597�

23�

7�

399�

 6�

142�

 18�

 31�

 60�

 3,056�

�

 8,945�

0�

 0�

△ 4,715�

4,715�

3,770�

83�

4,312�

7,369

預金�

 普通預金�

 定期預金�

 その他の預金�

その他負債�

 未決済為替借�

 未払法人税等�

 未払費用�

 従業員預り金�

 未払金�

 その他の負債�

賞与引当金�

繰延税金負債�

負債の部合計�

資本の部�

資本金�

資本剰余金�

 資本準備金�

利益剰余金�

 当期未処理損失�

  当期損失�

株式等評価差額金�

資本の部合計�

負債及び資本の部合計�

平成13年度�平成14年度�
（平成14年3月31日現在）�（平成15年3月31日現在）�
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（注記）

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 当社は創業赤字の段階にあり、当営業年度の当期損失

は4,284百万円となりました。翌営業年度において、仮に

当営業年度と同額の損失を計上し、しかも必要な資金調

達が行われない場合には、資本の部が過少またはマイナ

スとなる可能性もあることから、当営業年度までの損失発

生の状況は、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則第8条の14に規定する「継続企業の前提に重

要な疑義を抱かせる状況」になるおそれがあります。

ただし当社は、この点を十分認識しており、このような状

況を解消するため、営業報告書「１.営業の概況①営業の

経過及び成果等 ニ.当社の対処すべき課題　経営計

画」に記載した経営計画に鋭意取り組んでおります。この

経営計画は新規事業の収支予測や増資計画の進捗等

の不確実性を含んだものではありますが、平成15年4月

25日を払込期日として415百万円の第三者割当増資を実

施したことにより、当該不確実性を考慮した場合であって

も、翌営業年度の損失発生額は自己資本の範囲内にと

どまることが合理的に見込まれるため、継続企業の前提

が適切であると評価しております。計算書類および附属

明細書は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を計算書類および附属明細書には

反映していません。

3. 有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるも

のについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却

原価は主として移動平均法により算定）。なお、その他有

価証券の評価差額については、全部資本直入法により

処理しております。

4. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、建物（建物

附属設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減

価償却費見積額を期間により接分し計上しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　50年

動産　3年～20年

5. 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法により償却しております。

6. 新株発行費及び社債発行費は支出時に全額費用として

処理しております。

7. 外貨建資産・負債勘定は、決算日の為替相場による円換

算額を付しております。

8. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則

り、次のとおり計上しております。「銀行等金融機関の

資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒

償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日

本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４

号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、一定の種類毎に分類し、合理的

に算出した予想損失率等に基づき引き当てておりま

す。破綻懸念先債権に相当する債権については、債

権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額

を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先

債権に相当する債権については、債権額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業

関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を

実施しており、その査定結果により上記の引当を行って

おります。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるた

め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当期

に帰属する額を計上しております。

9. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

10. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

11. 動産不動産の減価償却累計額　16百万円

12. 動産不動産のうち保証金権利金は96百万円であります。

13. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機

等の一部については、リース契約により使用しております。

14. 旧商法第280条ノ19第1項に規定する新株予約権（商法

等の一部を改正する法律（平成13年法律　第128号）附

則第6条の規定にもとづき、この法律の施行後もなお従前

の例によることとされている、取締役及び使用人に付与し



ている新株引受権を含む）の内容は次のとおりであります。

また、旧商法第341条ノ8に規定する新株引受権付社債

（商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）

附則第8条の規定にもとづき、この法律の施行後も従前

の例によることとされている新株引受権付社債）に関して

新株引受権の内容は次のとおりであります。

15. 1株当たりの当期損失　　17,065円04銭

16. 商法施行規則旧第72条に規定する「貸借対照表上の純

資産から株式等評価差額金を控除した金額」から「資本金、

資本準備金の合計額」を差し引いた資本の欠損の額は

8,999百万円であります。

17. 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおり

であります。

その他有価証券で時価のあるもの

なお、上記の評価差額△１百万円が、「株式等評価差

額金」に含まれております。

18. 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売 却 額 売 却 益

431百万円 258百万円

基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が公表

されたことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を

適用しております。なお、前期において採用していた方法

により算定した場合の１株当たりの当期損失は15,764円

73銭であります。

20. 銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の一部を

改正する内閣府令」（平成15年4月22日付内閣府令第47

号）により改正されたこと等に伴い、当期から次のとおり

表示方法を変更しております。

（1）前期において区分掲記していた「評価差額金」は、

当期からは「株式等評価差額金」として表示しており

ます。

（2）前期において資本の部は、「資本金」、「法定準備金」

及び「欠損金」として区分掲記しておりましたが、当期

からは、「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」

として表示しております。
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対象となる株式の種類�

普通株式�

普通株式�

普通株式�

普通株式�

普通株式�

普通株式�

普通株式�

普通株式�

普通株式�

対象となる株式の総数�

3千株�

1千株�

4千株�

1千株�

0千株�

2千株�

3千株�

0千株�

0千株�

  新株の発行価額（行使価額）�

60,000円�

65,000円�

71,500円�

65,000円�

65,000円�

75,000円�

82,500円�

75,000円�

75,000円�

対象となる株式の種類�

普通株式�

普通株式�

対象となる株式の総数�

35千株�

  4千株�

  新株の発行価額（行使価額）�

  5,000円�

65,000円�

株　　式�

債　　権�

　国　債�

　地方債�

　社　債�

そ  の  他�

合　　計�

35�
＿�

＿�

＿�

＿�

0�

36

33�
＿�

＿�

＿�

＿�

1�

34

△ 2�
＿�

＿�

＿�

＿�

0�

△ 1

＿�
＿�

＿�

＿�

＿�

0�

0

△ 2�

＿�

＿�

＿�

＿�
＿�

△ 2

（単位：百万円）

取得原価�貸借対照表�計上額� 評価差額� うち益� うち損�

19.「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計
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■ 損益計算書

経常収益 �
 資金運用収益�
  貸出金利息�
  コールローン利息�
  買現先利息�
  預け金利息�
  その他の受入利息�
 役務取引等収益�
  受入為替手数料�
  その他の役務収益�
 その他業務収益�
  その他の業務収益�
 その他経常収益�
  株式等売却益�
  その他の経常収益�
経常費用�
 資金調達費用�
  預金利息�
  社債利息�
  社債発行差金償却�
 役務取引等費用�
  支払為替手数料�
  その他の役務費用�
 営業経費�
 その他経常費用�
  その他の経常費用�
経常損失�
特別損失�
 動産不動産処分損�
 その他の特別損失�
税引前当期損失�
法人税、住民税及び事業税�
当期損失�
前期繰越損失�
当期未処理損失�

  90�
 1�
 0�
 ＿�
 ＿�
 1�
 ＿�
 87�
 2�
 84�
 ＿�

 ＿�
 2�
 ＿�
 2�
  3,854�
 4�
 1�
 0�
 2�
 35�
 4�
 31�
 3,779�
 34�
 34�
  3,763�
  ＿�

 ＿�

 ＿�
  3,763�
  7�
  3,770�
  944�
  4,715

  677�
 2�
 ＿�
 0�
 0�
 0�
 2�
 376�
 88�
 288�
 36�

 36�
 262�
 258�
 3�
  4,841�
 6�
 6�
 ＿�
 ＿�
 169�
 78�
 90�
 4,622�
 42�
 42�
  4,164�
  112�

 6�

 105�
  4,276�
  7�
  4,284�
  4,715�
  8,999

（単位：百万円）�
平成13年度� 平成14年度�

（平成13年4月1日～平成14年3月31日）� （平成14年4月1日～平成15年3月31日）�

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 損失処理計算書

■ 監査証明

当期未処理損失�

次期繰越損失�

4,715�

4,715

8,999�

8,999

（単位：百万円）
平成13年度� 平成14年度�

（株主総会承認日 平成14年6月20日）� （株主総会承認日 平成15年6月19日）�

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成14年4月1日～平成15年3月31日会計期間の貸借対照表、損益計算書、損益処理計算

書につきましては、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第2条の規定に基づ

き中央青山監査法人の監査を受けております。
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損益の状況

■ 粗利益

△ 3�

51�

－�

48�

－�

△ 3�

206�

36�

239�

3.05％�

資金運用収支�

役務取引等収支�

その他業務収支�

業務粗利益�

業務粗利益率�

（単位：百万円）�

（平成13年度）� （平成14年度）�

■ 業務純益

△ 3,711 △ 4,386業務純益�

（単位：百万円）

（平成13年度）� （平成14年度）�

（注）1. 平成13年度の業務粗利益率は、銀行業務開始が平成13年7月23日のため記載しておりません。
2. 平成14年度の業務粗利益率は、業務粗利益率の年度換算額を資金運用勘定平均残高で除して算出しております。
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■ 資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り

国内業務部門 資金運用勘定�

 　うち有価証券�

 　うち預け金�

 資金調達勘定�

 　うち預金�

国際業務部門 資金運用勘定�

 　うち有価証券�

 　うち預け金�

 資金調達勘定�

 　うち預金�

合計 資金運用勘定�

 　うち有価証券�

 　うち預け金�

 資金調達勘定�

 　うち預金�

5,136�

 　173�

 　4,962�

 616�

 　596�

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

 　ー�

5,136�

 　173�

 　4,962�

 616�

 　596

7,831�

 　145�

 　6,469�

 5,816�

 　5,811�

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

 　ー�

7,831�

 　145�

 　6,469�

 5,816�

 　5,811

1�

 　ー�

 　1�

 1�

 　1�

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

 　ー�

1�

 　ー�

 　1�

 1�

 　1

2�

 　ー�

 　0�

 6�

 　6�

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

 　ー�

2�

 　ー�

 　0�

6�

 　6

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

 　ー�

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

 　ー�

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

 　ー�

0.03�

 　ー�

 0.00�

 0.11�

0.11�

 　ー�

ー�

 　ー�

 　ー�

 ー�

0.03�

 　ー�

 0.00�

0.11�

0.11

（単位：百万円）�

平均残高� 利息� 利回り（％）�
（平成13年度）� （平成13年度）�（平成14年度）� （平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（注）1. 平成13年度の平均残高につきましては、銀行業務開始後の平成13年7月23日～平成14年3月31日までの期間に基づいて算出してお
ります。

2. 平成13年度の利回りにつきましては、銀行業務開始が平成13年7月23日のため記載しておりません。

■ 受取利息・支払利息の分析

受
取
利
息�

支
払
利
息�

（平成13年度）�（平成14年度）�

残高による増減�

利率による増減�

純増減�

残高による増減�

利率による増減�

純増減�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

0�

0�

1�

5�

0�

4

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

0�

0�

1�

5�

0�

4

（単位：百万円）�

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（注）1. 平成13年度は銀行業務開始年度のため増減比較は行っておりません。
2. 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しています。
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■ 役務取引の状況

（平成13年度）�（平成14年度）�

役務取引等収益�

役務取引等費用�

87�

35

376�

169

＿�

＿�

＿�

＿�
87�

35

376�

169

（単位：百万円）�

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

■ その他業務の状況

（平成13年度）�（平成14年度）�

その他業務収益�

その他業務費用�

＿�

＿�
36�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�
36�

＿�

（単位：百万円）�

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

■ 営業経費の内訳

給料・手当�

退職給付費用�

福利厚生費�

減価償却費�

土地建物機械賃借料�

営繕費�

消耗品費�

給水光熱費�

旅費�

通信費�

広告宣伝費�

諸会費・寄付金・交際費�

租税公課�

業務委託費�

その他�

合計�

（単位：百万円）�

（平成13年度）� （平成14年度）�

401�

20�

38�

163�

723�

389�

51�

3�

15�

174�

633�

7�

1�

857�

299�

3,779

479�
＿�

56�

392�

766�

481�

34�

4�

16�

262�

756�

5�

2�

1,035�

328�

4,622
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■ 利益率

総資産経常利益率�

資本経常利益率�

総資産当期純利益率�

資本当期純利益率�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

（単位：％）�

（平成13年度）� （平成14年度）�

（注）平成13年度・平成14年度とも、経常損失、当期損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

■ 利鞘

（平成13年度）�（平成14年度）�

資金運用利回り�

資金調達原価�

総資金利鞘�

＿�

＿�

＿�

0.03�

0.11�

△ 0.08

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

0.03�

0.11�

△ 0.08

（単位：％）�

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（注）平成13年度の利鞘に該当する諸指標につきましては、銀行業務開始が平成13年7月23日のため、記載しておりません。
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業務の状況

■ 預金科目別残高

＜期末残高＞�

（平成13年度）�（平成14年度）

流動性預金�

定期性預金�

 うち固定自由金利定期預金�

 うち変動自由金利定期預金�

その他�

計�

譲渡性預金�

合計�

2,366�

＿�

＿�

＿�

＿�

2,366�
＿�

2,366

7,724�

3,878�

3,878�
＿�

＿�

11,602�
＿�

11,602

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

2,366�

＿�

＿�

＿�

＿�

2,366�
＿�

2,366

7,724�

3,878�

3,878�
＿�

＿�

11,602�
＿�

11,602

（単位：百万円）

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

＜平均残高＞�

（平成13年度）�（平成14年度）

流動性預金�

定期性預金�

 うち固定自由金利定期預金�

 うち変動自由金利定期預金�

その他�

計�

譲渡性預金�

合計�

594�

1�

1�
＿�

＿�

596�
＿�

596

5,640�

170�

170�
＿�

＿�

5,811�
＿�

5,811

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

594�

1�

1�
＿�

＿�

596�
＿�

596

5,640�

170�

170�
＿�

＿�

5,811�
＿�

5,811

（単位：百万円）

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（注）平成13年度の平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日の期間に基づいて算出し
ております。
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■ 定期預金残存期間別残高

3ヶ月未満�
3ヶ月以上�
6ヶ月未満�

6ヶ月以上�
1 年未満�

1年以上�
2年未満�

2年以上�
3年未満� 3年以上� 合　計�

固定自由金利定期預金�

変動自由金利定期預金�

合計�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

（単位：百万円）

（平成14年3月末）�

3ヶ月未満�
3ヶ月以上�
6ヶ月未満�

6ヶ月以上�
1 年未満�

1年以上�
2年未満�

2年以上�
3年未満� 3年以上� 合　計�

固定自由金利定期預金�

変動自由金利定期預金�

合計�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

1,695�

＿�

1,695

86�
＿�

86

1,925�
＿�

1,925

172�

＿�

172

3,878�

＿�

3,878

（平成15年3月末）�

■ 貸出金科目別残高

＜期末残高＞�

＜平均残高＞�

（平成13年度）�（平成14年度）

手形貸付�

証書貸付�

割引手形�

当座貸越�

合計�

＿�

＿�

＿�

0�

0

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

0�

0

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

（単位：百万円）

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（平成13年度）�（平成14年度）

手形貸付�

証書貸付�

割引手形�

当座貸越�

合計�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

（単位：百万円）

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（注）平成13年度の平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日の期間に基づいて算出し
ております。
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■ 貸出金残存期間別残高
該当ありません。

■ 貸出金担保別内訳
該当ありません。

■ 貸出金使途別内訳
該当ありません。

■ 貸出金業種別内訳
該当ありません。

■ 中小企業向貸出
該当ありません。

■ 特定債権残高
該当ありません。

■ 預貸率

（平成13年度）�（平成14年度）

期末残高�

期中平均�

＿�

0

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

0

＿�

＿�

（単位：％）

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

■ 貸倒引当金内訳

一般貸倒引当金�

個別貸倒引当金�

特定海外債権引当勘定�

＿�

＿�

＿�

2�

12�
＿�

（平成13年度）� （平成14年度）�

（単位：百万円）

■ 貸出金償却額
該当ありません。
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■ 有価証券の時価情報

取得原価� 貸借対照表計上額� 評価差額� うち益� うち損�

株式�

債券�

その他�

合計�

＿�

＿�

173�

173

＿�

＿�

317�

317

＿�

＿�

144�

144

＿�

＿�

144�

144

＿�

＿�

＿�

＿�

（単位：百万円）

（平成13年度）�

取得原価� 貸借対照表計上額� 評価差額� うち益� うち損�

株式�

債券�

その他�

合計�

35�

＿�

0�

36

33�

＿�

1�

34

△ 2�
＿�

0�

1

＿�

＿�

0�

0

△ 2�
＿�

＿�

△ 2�

（単位：百万円）

（平成14年度）�

■ 株式等評価差額金

株式等評価差額金�

　うち繰延税金負債�

　うち評価差額金�

144�

　60�

　83

△ 1�
＿�

△ 1

（単位：百万円）

（平成13年度）� （平成14年度）�

その他有価証券で時価のあるもの

貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（注）売買目的有価証券等の上記以外の有価証券取引はありません。

（注）売買目的有価証券等の上記以外の有価証券取引はありません。

■ 金銭の信託の時価等情報
該当ありません。

■ デリバティブ取引情報
該当ありません。
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■ 有価証券残高

＜期末残高＞�

＜平均残高＞�

（平成13年度）�（平成14年度）

国債�

地方債�

社債�

株式�

その他の証券�

合計�

＿�

＿�

＿�

＿�

173�

173

＿�

＿�

＿�

1�

144�

145

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

173�

173

＿�

＿�

＿�

1�

144�

145

（単位：百万円）

（単位：百万円）

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（平成13年度）�（平成14年度）

国債�

地方債�

社債�

株式�

その他の証券�

合計�

＿�

＿�

＿�

＿�

317�

317

＿�

＿�

＿�

33�

1�

34

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

317�

317

＿�

＿�

＿�

33�

1�

34

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

■ 預証率

（平成13年度）�（平成14年度）

期末残高�

期中平均�

13.40�

29.15

0.29�

2.50

＿�

＿�

＿�

＿�
13.40�

29.15

0.29�

2.50

（単位：％）

国内業務部門� 国際業務部門� 合　計�
（平成13年度）�（平成14年度）�（平成13年度）�（平成14年度）�

（注）平成13年度の平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日の期間に基づいて算出し
ております。

（注）平成13年度の期中平均残高につきましては、銀行業務開始後の期間である平成13年7月23日～平成14年3月31日までの期間に基づい
て算出しております。

■ 有価証券残存期間別残高
残存期間のある有価証券はありません。



・27・

■ 商品有価証券平均残高
該当ありません。

■ 銀行法に基づくリスク管理債権

破綻先債権額�

延滞債権額�

3ヶ月以上延滞債権額�

貸出条件緩和債権額�

合計�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

（単位：百万円）

（平成13年度）� （平成14年度）�

■ 金融再生法に基づく資産査定

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�

危険債権�

要管理債権�

正常債権�

合計�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

＿�

12�
＿�

79�

91

（単位：百万円）

（平成13年度）� （平成14年度）�

（注）上記は、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づくものであります。
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■ 単体自己資本比率

基本的項目  （Ａ）�

補完的項目
 一般貸倒引当金 �

 　うち自己資本への算入額 （Ｂ）�

控除項目
 他の金融機関の資本調達手段の意図 （Ｃ）�

 的な保有相当額�

自己資本額 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ） （Ｄ）�

 資産（オン・バランス）項目 �

リスク・アセット等 オフ・バランス項目 �

 計 （Ｅ）�

自己資本比率（国内基準） = 
（Ｄ） 

×  100�

    
（Ｅ）�

4,229�
＿�

 　＿�

＿�

�

4,229�

 3,194�
＿�

3,194�

132.38％�

�

3,335�

15�

 　15�

＿�

�

3,350�

 5,740�
＿�

5,740�

58.36％�

�

（単位：百万円）

＜国内基準＞� （平成13年度）�（平成14年度）

（注）上記は、銀行法第14条の2の規定により定められた算式に基づいて算出しております。
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開示規定項目一覧表

本誌は、銀行法第21条に基づき銀行法施行規則第19条の2に定められた開示項目を以下のページに記載しております。
当行は、銀行業務を平成13年7月23日に開始しております。平均残高につきましては、銀行業務開始後の計数を記載しております。

■ 銀行法施行規則に基づく開示項目
銀行の概況及び組織に関する事項

経営の組織  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6

大株主一覧  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5

役員一覧  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6

営業所の名称・所在地  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5

主な業務の内容  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8

主な業務に関する事項

営業概況  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7

業務指標

（主な経営指標）

資本金・発行済株式数・経常収益・経常損失・

当期純損失・純資産額・総資産額・預金残高・

貸出金残高・有価証券残高・単体自己資本比率・
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平成14年度決算公告

銀行法第20条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第21条第1項及び第2項の規定により、決算公告（写）を本誌に掲載しています。


